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６． 写真付きの身分証明書としての機能等について 

 

 これまで述べたもののほか、希望者については、社会保障カード（仮称）を

身分証明書として利用することを可能とすること、ＩＣチップの空き領域を利

用して追加的な機能を持たせること等についても、今後更に検討を行う。 

 

 

７． カードの発行・交付方法等について 

 

（１）カードの発行・交付方法検討に当たっての考慮要素 

これまで述べてきた社会保障カード（仮称）の仕組みは、カードが確実に

本人に交付されたという信頼が存在することが前提となる。 

具体的なカードの交付方法を検討するに当たっては、 

① 交付対象者が市町村や保険者の窓口に行く必要があるかどうかといっ

た「交付対象者の利便性」 

② カード交付までに必要となる手続やそれに必要となる時間といった「交

付者の事務負担」 

③ どの程度確実に本人同定ができるかといった「技術的な実現可能性」 

などを踏まえる必要がある。 

その際、交付対象者が窓口に行く必要があるかどうかやカードの交付を郵

送で行うことができるかについては、社会保障カード（仮称）の機能に鑑み、

カード交付時にどの程度厳格な本人確認を必要とするか等を検討する必要

があり、厳格な本人確認による信頼性確保と交付対象者の利便性等とは、一

方を重視すれば一方は不十分になる関係にあることに留意する必要がある。 

 

（２）検討に当たっての仮定 

  現在の年金手帳9、健康保険証、介護保険証は年金・医療・介護の各制度

の保険者から発行・交付されているが、これらの保険者は、制度により、国、

市町村、健康保険組合等と異なっている10ことから、１枚でこれらの保険証

等の役割を果たす社会保障カード（仮称）の発行・交付方法について検討す

るに当たり、カードの発行主体、交付主体について以下のような仮定を置い

て検討を行った。 

                                                  
9 初めて加入した年金制度が共済年金制度の場合、年金手帳は交付されず、基礎年金番号通知書
が交付されている。 
10 年金については国や共済組合が、医療保険については健康保険組合、市町村、共済組合、国

民健康保険組合、広域連合等が、介護保険については市町村等が保険者となっている。 
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  なお、これらの検討に当たっての仮定については、地方自治体や関係省庁

の了解を得たものではない。 

 

 

① カードの発行主体については、社会保障カード（仮称）が年金手帳、健

康保険証、介護保険証といった複数制度にまたがる機能を持つことから、

年金制度、医療保険制度における調整に関すること等を行うとされている

厚生労働大臣であると仮定。 

② カードの交付主体については、 

・住民基本台帳カード・公的個人認証サービスの発行の仕組み、基盤、運用

の実績を有していること 

・国民から見てもっとも身近な行政主体であり、一般的に利便性が高いこと

等を踏まえ、市町村と仮定。 

③ 発行ＤＢは、中継ＤＢと同様に情報の一元的管理が行われるとの懸念が

生じないように社会保障カード（仮称）の発行時点において必要な最小限

の情報のみを保持するものとする。 

 

 

（３）既存の被保険者証等から社会保障カード（仮称）への切替方法について 

既存の被保険者証等を社会保障カード（仮称）に切り替えるためには、医

療保険の被保険者証記号番号等を、（２）で交付主体と仮定した市町村に伝

達する必要がある。 

「これまでの議論の整理」においては、この切替えの方法として、 

① 医療保険者で切替えの手続きを行い市町村で交付する案、及び 

② 市町村で切替えの手続を行い市町村で交付する案 

の２案を記載したところである。 

この点については、被用者健保の場合、勤務先を通じて医療保険者で手続

ができた方が利便性が高い面があるのは事実である。しかし、この場合、医

療保険者と市町村との間で本人同定を行う際に、医療保険者と市町村で登録

されている利用者の氏名の文字コードが異なるなどの理由により、両者の間

で氏名等の基本４情報を用いて利用者の本人同定の確実さを担保すること

が困難であると考えられる。また、医療保険者の事務上の効率性を考慮すれ

ば、市町村から利用者にカードの交付案内を送付し、利用者に年金手帳、健

康保険証等を市町村に提出してもらい、被保険者証記号番号等によって本人

同定を行う方がより確実性・効率性が高いものと考えられる（下図 7-1 参照）。 




